
金融 IT フォーラム報告

　野村総合研究所（NRI）は2015年11月19日、

「金融業界のイノベーションが未来を創る」をテーマに

「NRI金融ITフォーラム2015」を開催した。

　2015年の流行語大賞を金融業界だけに絞ったなら

ば、満場一致で「FinTech（フィンテック）」だったの

ではないだろうか。既に、ITなくして金融ビジネスは成

立しないほどその関係は密接ではあるものの、これほど

までに注目を集めるのは、金融業界全体でイノベーショ

ンに対する期待が高まっているからであろう。

　本フォーラムでは、金融業界の皆様と、金融ビジネス

を取り巻く環境変化や勃興しつつある新たなビジネスモ

デルについて考察するとともに、イノベーションへとつ

ながるであろうアイデアを共有したいと考え、計33コ

マのセッションを用意した。当日は、銀行、証券会社、

保険会社、運用会社などから合計894名のお客様にご

参加いただいた。

　ここでは、基調講演、特別講演をお引き受け下さった

日立製作所　相談役の川村隆様、内閣官房参与　イェー

ル大学名誉教授の浜田宏一様、内閣府大臣官房　番号制

度担当室長の向井治紀様、日本銀行決済機構局　参事役

の小早川周司様、大阪取引所　市場企画部長の飯村修也

様、鹿児島銀行　営業支援部の藪谷真喜子様の講演を紹

介する。

　日立製作所は2009年3月期に当期純利益で大幅な赤

字を計上した。これは製造業のワースト記録である。当

社は同年4月から大改革を行い、2年で黒字に回復させ

ることができた。

　この改革の意思決定は私と副社長の6人で行った。副

社長5人は子会社の経営に携わった経験があり、迅速な

決断に慣れていた。私自身も社長と会長を兼務し、ス

ピード第一主義をとったのである。

　改革の基になったのは、「100日プラン」である。こ

れに沿って様々な改革

を同時進行で行った。

大きな決断の一つがテ

レビの自社生産からの

撤退だった。人員配置

等の課題もあり、完了

までに3年以上かかっ

た。より成果が早く出

る施策として、上場子

会社5社の完全子会社化も実現した。改革は社内の新陳

代謝を促すものであり、痛みを伴う。それを実行するに

はトップマネジメントの「徹底してやる」という決心が

何より重要である。

　改革を行えるトップリーダーのあるべき姿は、「目的

意識型」だと考える。集中力が高くエネルギッシュであ

り、かつ毎日の混乱の中でも沈着冷静。真に大切な目的

の遂行に時間を割くことが必要だ。日々の課題に心を奪

われていてはいけない。

　リーダーの役割は、①形勢を読み、②理想的な解を

探り、③現実的な戦略を描き、④それをステークホル

ダーに語り、⑤断固実行することだ。この中で「語る」

と「実行」は特に重要だと思う。当社も海外売上比率が

50％に迫っている。トップが国内外の拠点を回って社

員と今後の改革や成長戦略について話し合うことが必要

だ。そして「抵抗勢力」と戦いながら改革を断固実行す

る。その際、小さな成果でもステークホルダーに充分説

明しながら進むことが重要である。

　当社は2003年にガバナンス改革を行い、執行と監

督を分離すべく委員会等設置会社に移行した。2012

年からは取締役の過半数を社外取締役にした。業績を海

外標準レベルに押し上げることも念頭に、取締役12名

中8名を社外、うち4名を外国人（2名は女性）として

いる。社内の論理で物事を決めず、グローバルな視点と

多様な価値観を経営に反映することが目的である。

　最後にCMでもおなじみのハワイの日立の樹を紹介し

たい。この樹は130歳、手を掛けてメンテナンスされ
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川村 隆氏

日立グループ経営改革の真髄
～ザ・ラストマンの覚悟～
株式会社日立製作所　相談役　川村 隆氏
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ている。これを見ると、経営者は植木職人と同じだと思

う。成長する枝を伸ばして、悪い枝を切っていく。何事

も「新陳代謝」が必要なのである。

　2008年以降の世界的な金融危機に際し、日本の景

気後退の「谷」は、問題の震源地であったアメリカより

も深かった。これは、先進国が積極的に金融緩和を進め

る中で円の独歩高が生じ、日本の輸出が深刻な打撃を受

けたからである。当時、私は日銀の金融緩和が不十分で

あると批判し、大胆な政策の必要性を訴えたが、日銀の

みならず日本の多くの学者から、金融緩和は無効だとの

反論を受けた。しかし、「アベノミクス」以降の状況を

見れば、金融緩和が為替や株価を通じて大きな効果を発

揮したことは明らかである。

　 「アベノミクス」の開始以降、GDPギャップは着実

に縮小しており、日銀は現在ほぼゼロとみている。特に

労働市場では就業者が150万人近く増加し、失業率が

3.１％へ低下するなど、完全雇用が達成されたと言っ

てよい。ただ、この間

にいくつかの問題も生

じた。第1に、消費税

増税によって景気が後

退した。諸外国との間

で法人税率の引下げ競

争が繰り広げられる

中、将来的には税収を

消費税に頼らざるを得

ないことは理解でき

るが、2014年4月の消費増税は、デフレ脱却との関係

では急ぎ過ぎた感がある。第2に、原油価格が1年間で

半値以下に下落した。原油価格の下落は、国民の実質購

買力を増加させるよい面があるが、実際のインフレ率を

低下させることで、デフレ期待からインフレ期待への転

換を遅らせる恐れがある。第3に、中国の経済成長が鈍

化するなど外需が弱含んでいる。中国の技術面、ハード

ウェアは健在であり、中国人観光客による「爆買い」に

象徴されるように、購買力は着実に成長しており、長期

的に見て中国の経済成長力は高い。ただ、中国を先頃訪

れた際にも感じたが、中国政府が市場経済に対する公権

力の統制力を過信している点は気になる。人民元に対す

る態度もちぐはぐであり、短期ないし中期的には、中国

が抱える様々な問題が表面化する可能性もある。

　これらの問題を理由に「アベノミクス」が失敗したと

評価するのはフェアではない。少なくとも、原油価格の

下落や中国の成長鈍化は、日銀や日本政府にはコント

ロールできない要素である。

　日本の構造改革の柱であるコーポレート・ガバナンス

の強化に関しては、企業の経営者に対して自社の株価に

もっと関心を持つよう求めたい。経営者が株価の上昇を

通じて株主を尊重しない限り、前向きな投資は生まれて

こない。株主や労働者に利益を配らず、実物投資や株式

投資に控えめで、しかも内部留保を流動資産中心の形で

持つという企業の態度は、日本経済の潜在成長率を引き

下げているといえよう。

　マイナンバー制度は2016年1月から社会保障、税、

災害対策の3分野で運用が開始される。よく誤解される

が、個人情報は一元管理されるのではなく、年金なら年

金、税なら税と各行政機関のデータにマイナンバーを付

して分散管理されるため、まとめて情報が漏れることは

ない。機関間の情報連携は、必要となった場合に情報提

供ネットワーク・システムを介して行われる。

　個人番号カードはさまざまな用途で利用可能で、表面

は本人確認、裏面は番

号確認の機能を持つ。

ICチップは券面記載事

項などとともに、公的

個人認証サービスの電

子証明書を格納してい

る。公的個人認証サー

ビスは民間事業者にも

開放され、ネットバン

アベノミクスの理想と現実
内閣官房参与　
イェール大学名誉教授　浜田 宏一氏

マイナンバー制度活用によるイノベーション
～民間、主に金融機関での活用拡大に向けて～
内閣府　大臣官房　番号制度担当室長　向井 治紀氏

向井 治紀氏

浜田 宏一氏
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ク、ネットショッピングでの顧客登録時の本人確認、そ

の後ログイン時のユーザー確認に利用可能となる。

　また、2017年1月開始予定のウェブサービス、マイ

ナポータルでは、自宅のパソコン等から①行政機関間の

個人情報のやりとり確認、②個人情報の内容確認、③行

政サービスなどの通知確認が可能となる。引越等のライ

フイベントに複数の手続きを官民横断的に行える「ワン

ストップサービス」などの機能も合わせて導入される予

定である。

　マイナンバー制度を今後どのように利活用するかは、

国が閣議決定した「世界最先端IT国家創造宣言」で具

体的に示されている。これに基づいて、現在、個人番号

カードをクレジットカード、キャッシュカード、ポイン

トカードなど各種カードや、健康保険証として利用可能

とすることが検討されている。また、マイナポータル

の閲覧には個人番号カードを読み取るためのICカード

リーダーが必要となるが、スマホのNFC機能を用いて

読み取る実証実験も行っている。さらには、公的個人認

証サービス機能をスマホのSIMに格納し、サブカード

として使うことも検討中である。希望者は端末内で生体

認証を行うことも可能となろう。

　日銀ネットとは、日本銀行と金融機関等の間の資金や

国債の決済を担う、わが国決済システムの基幹インフラ

である。このうち資金決済システムでは、2014年中

に1営業日当たり約125兆円の決済を行った。

　わが国では、決済システムの安全性と効率性の向上

のバランスを取りながら、決済サービス高度化に向け

た様々な取り組みが進められている。こうした中、

2015年10月に全面稼動した新日銀ネットは、①最新

の情報技術の採用、②変化に対して柔軟性の高いシステ

ム、③アクセス利便性の向上を基本的なコンセプトとす

るものである。2016年2月には、稼働時間の更なる拡

大（19時→21時）を予定している。これを通じて、

海外市場との決済時間帯の重なりが増え、例えば、海外

との円建て顧客送金の迅速化や、グローバルベースでの

日本国債の有効活用が

期待される。

　次に企業財務の高

度化を巡っては、企

業間取引の決済に際

して取引関連データ

を電子的に交換す

る仕組み（金融EDI 

<Electronic Data 

Interchange>）を実現するための取り組みが続けられ

ている。現状、売方・買方の間では、モノの流れに関す

る商流情報と、その決済に関する金流情報が必ずしも連

動していないように窺われる。このため、売掛金の消込

み等に多大なコストがかかるとの声が聞かれる。金融

EDIでは、インボイスに含まれる情報を送金案内に付加

することによって、商流情報と金流情報を連動させるこ

とができる。これによって、企業では、売掛金の消込み

作業等が自動化され、社内資源のさらなる有効活用が期

待される。実際、これまでの共同実証結果をみると、

金融EDIを通じて、①卸売業では売掛金消込業務にかか

る時間を年間1,680時間、②小売業では販売条件・リ

ベート入金管理業務にかかる時間を年間9,250時間削

減することができたと報告されている。金融EDIの実現

に向けては、幅広い関係者の協力が必要となるほか、そ

れに含まれる情報の標準化といった課題も指摘されてい

る。中央銀行としては、関係者と協力しながら、わが国

決済サービスのさらなる高度化に貢献していきたい。

　2013年1月に東京証券取引所と大阪証券取引所が経

営統合し日本取引所グループ（JPX）が誕生、デリバ

ティブは大阪取引所（OSE）で扱うことになった。

　この5年間、OSEは市場の利便性向上のため様々な

施策を実施してきた。制度改善としては、特に2011

年に実施した取引時間延長が挙げられる。これは海外の

情報が日本株の株価にも影響する状況に対応したもので

ある。現在は午前3時まで取引を行える。

JPXデリバティブ市場拡大に向けた取り組み
～次期デリバティブ売買システムの稼働～
株式会社大阪取引所　市場企画部長　飯村 修也氏

リテール決済システムを巡る
最近の動向
日本銀行　決済機構局　参事役　小早川 周司氏

小早川 周司氏

野村総合研究所　金融ITナビゲーション推進部　©2016 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 20



Financial IT Forum Report

　OSEのデリバティブ市場には、大きく国債先物と株

式指数先物がある。取引は日経225株式指数関連商品

（特に日経225mini）が中心となっており、取引高の

86％を占めている。昨年には新商品として、JPX日経

400先物を上場した。日経225関連商品の拡張も推進

しており、ボラティリティインデックスやWeeklyオプ

ション（毎週限月）も開始している。

　長期国債先物は、国債の金利水準が低位に留まってい

ることもあり、取引高は伸びていないが、高い流動性を

保持している。超長期国債先物も商品性を変更して再上

場した。新しい指数の算出も予定している。

　2016年も様々な施策を打つ計画である。まずイン

フラ面では取引システムとして次期J-GATEを稼働さ

せ、大幅な性能改善を行う。それに合わせ、新制度・新

商品を導入する。制度では取引時間をさらに延長し、午

前5：30までとする。米国時間もカバーし、更なる取引

機会を提供できることになる。またTrade Guardを導

入し誤発注防止などリ

スク管理強化を図る。

新商品では、マザー

ズ指数先物、JPX日

経400オプションの

他、FTSE中国50指

数、台湾加権指数の2

つの海外指数先物を上

場する。

　現在のOSEデリバ

ティブ取引は、海外取引所と比べても、国内の株式指数

関連に大きく偏っている。今後はアセットクラスの拡

大、海外指数の取り込みなど商品の幅を拡大していきた

い。また中長期的には総合取引所としての品揃えの実現

を目指したいと考えている。

　われわれ鹿児島銀行の経営理念に「地域貢献」があ

る。中期経営計画のマスタープランでも地域産業振興

に積極的に取り組むことを掲げているが、「医療介護」

は、同計画に基づきクラスター化を推進している5つの

産業分野のうちの1つである。鹿児島県は人口当たり病

床数が全国第2位で病院数も非常に多く、当行の医療介

護施設への融資額はかなり大きい。

　当行の医療・介護ビジネスは、営業支援部の医業推

進室が中心となって

ソリューションの提

供、営業推進を行って

いる。具体的には、医

療機関の開業、事業承

継、建て替え、病床再

編、経営改善などにつ

いて幅広い支援を行っ

ており、医療機関債も

取り扱っている。

　Trovo-medicalは、医療・介護施設を多面的に分析

して営業支援やリスク管理に活用することを目的とし

て、当行がITベンダーのインビオ社と共同開発したシ

ステムである。国、地公体のオープンデータなどをもと

に医療施設の各種情報が毎日更新され、例えば医療機関

の病床機能や施設基準の分析、施設を取り巻く医療マー

ケットの分析、開業や事業承継の予測、地域ごとの病床

需要の予測などができる。当行では当システムの利用に

よって、医療介護事業者向け融資残高が順調に増加して

おり、業務の効率化や分析力の向上によって提案内容の

質も向上した。

　このTrovo-medicalは、平成27年4月に設立したサ

ザンウィッシュ社（株主は、鹿児島銀行、NRI、インビ

オ、かごしま新産業創世ファンドなど）を通じて外部に

も販売している。金融機関だけでなく、薬品卸会社、駐

車場管理会社、製薬会社にも利用が拡大しており、今後

はリース会社、証券会社、小売、コンビニなどにもユー

ザーを増やしていきたい。当システムのユーザー間での

情報交換も行われており、そうした連携が、医療機関や

ドクターへの複合的な情報提供や、よいソリューション

の提供につながることも期待している。

銀行の新成長分野「医療介護ビジネス」
への取り組み
株式会社鹿児島銀行　営業支援部　医業推進室　藪谷 真喜子氏

藪谷 真喜子氏

飯村 修也氏
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ご挨拶

嶋本 正
代表取締役会長 兼 社長

       日立グループ経営改革の真髄～ザ・ラストマンの覚悟～

川村 隆氏　日立製作所 相談役 

7000億円の赤字を抱えた日立製作所を、V字回復させた川村氏。改革を断行し、未来を切り開くには「ザ・ラストマンの覚悟」
が必要でした。ご自身の経験より得た経営の真髄やリーダーの在り方についてお話いただいたほか、世界経済や経営環境が激
変するなかで世界を相手に戦う次世代経営者に向けてアドバイスをいただきました。

＜プロフィール＞
1962年3月 東京大学工学部卒業。同年日立製作所に入社。
電力発電システムのエンジニアとしてキャリアを重ね、1995年取締役就任。
常務取締役、代表取締役 取締役副社長を経て、2003年以降はグループ各社の会長を歴任。
2009年4月、 日立製作所の代表執行役 執行役会長兼執行役社長 就任。

2014年3月末をもって会長を退任し、6月から相談役（現職）。
2010年から2014年、一般社団法人日本経済団体連合会の副会長を務めた。

10：15
    ー
11：20

11：30
    ー
12：30

     アベノミクスの理想と現実

浜田 宏一氏　内閣官房参与 イェール大学名誉教授

「アベノミクス」は、日本経済を成長軌道に乗せることに成功したのでしょうか？安倍政権の経済政策ブレーンである浜田宏一先生より、日米中欧の金融状勢をふまえな
がら日本経済の今後の展望についてお話いただきました。また、金融業界に向けて、マクロ政策としての金融政策、成長政策と日本のコーポレート・ガバナンスについて
ご意見をいただきました。

＜プロフィール＞
1957年 司法試験合格。1958年 東京大学法学部、1960年同大学経済学部卒業。
1965年 イェール大学で経済学Ph.D.取得後、助手、助教授を経て、
1981年より東京大学経済学部教授、1986年よりイェール大学経済学科教授。
2001年から2003年まで内閣府経済社会総合研究所長。

2003年 「法と経済学会」の初代会長。
2005年 イェール大学名誉教授。
2012年12月より内閣官房参与に就任し、現在に至る。
著書に『世界が日本経済をうらやむ日』（幻冬社 2015）ほか多数。

11：30
    ー
12：30

12：30ー 13：15	 ランチブレイク

金融業界全般 証券・銀行 資産運用 保険
13：15
    ー
14：05

「予兆」を捉える事務リスク管理の
先進事例

リテール決済システムを巡る
最近の動向

米国証券会社のリテール事業収益構造の
劇的転換と日本への示唆

革新者を起爆剤とした混血型の地方創生
～ NRI 革新者プロジェクト×地域戦略
構想～

資産運用会社の銀行向け
ファンドビジネス拡大を目指して
～バーゼル規制への取り組み～

保険・共済ビジネスの
シンギュラリティー
〜変化をもたらす技術的特異点〜

13：15
    ー
14：05

太田 賢吾
金融グローバル推進部 主任コンサルタント

小早川 周司氏
日本銀行 決済機構局 参事役 

吉永 高士
NRIアメリカ 金融研究室長

齊藤 義明
未来創発センター　2030年研究室長

馬場 崇充
資産運用サービス事業三部 上級システムエンジニア

榛葉 清人
投資情報サービス事業部 上席研究員

バーゼル規制の動向は、銀行向けのファンドビジ
ネスを行う資産運用会社にとって特に注目すべ
き点です。規制強化の流れから、今後ますます業
務負荷は増加することが予想されます。現在およ
び将来に発生する実務課題を解決し、業界の発展
の一助となるソリューションを提案しました。

林 滋樹
執行役員 保険ソリューション事業本部長

ある金融機関では、様々な指標の変化か
ら事故等が発生する「予兆」を定量的に
捉えるモデルを構築しました。これによ
り、支店長やベテラン社員だけが肌感覚
で「危ない」と感じていた潜在リスクを
可視化することに成功しています。この
ような「予兆管理」の先進事例を紹介し
ました。

海外で続いているリテール決済サービス
高度化に向けた取り組みの特徴は、①リ
テール決済24時間化、②商流情報と金
流情報の融合によるSTPの実現、③仮想
通貨を支える革新的技術の取込み、の3
点です。これらの海外事例とともにわが
国決済システムへのインプリケーション
を探っていただきました。

米国対面証券会社は顧客ゴール実現に伴
走するゴールベース資産管理型営業モデ
ルへの転換成功で、証券業界のみならず
金融業界全体でも明確な勝ち組となりま
した。その成果としての構造的な収益上
方シフトや収支体質改善の分析ととも
に、日本での応用に向けた必須要件を考
察しました。

NRIが進める「革新者プロジェクト」を
通じて発見した、100人の革新者の未来
構築パターンとキラースキルについて報
告しました。また、全国の革新者と地域
の事業者・人材とを「化学反応」させ、新
しい事業の種を育てる混血型の事業創
発・地方創生の取り組みを紹介しました。

ITを含めテクノロジー全般の進化が加速
しています。テクノロジーの進化がもた
らす技術的特異点（シンギュラリティー）
は、いつ、どのような形で保険・共済ビジ
ネスに影響をもたらすのか？シンギュラ
リティーをどのように捉え、対応すべき
かについて考察しました。

14：20
    ー
15：10

金融の未来を考える
～「2030年の金融」プロジェクトから
の示唆～

サイバーセキュリティ攻撃傾向
～企業に求められるセキュリティ対策～

金融制度改革と資金証券管理
～店頭デリバティブ規制への対応～

リテール金融商品の
マーケティング高度化に向けて

銀行のコーポレート･ガバナンスの強化と
リスク・アペタイト・フレームワーク

拡大路線が続く
日本の資産運用ビジネスの動向と展望

ファンドのリスク管理強化について
～ルックスルー対応を中心に～ 保険事業におけるITガバナンス

14：20
    ー
15：10

横手 実
執行役員 証券ソリューション事業本部 副本部長

松下 直　NRIセキュアテクノロジーズ 
取締役コンサルティング事業本部長 兼 北米支社長

片山 謙
金融ITイノベーション研究部 グループマネージャー

荒巻 奈留美
証券ソリューション事業九部 グループマネージャー

金融危機から7年が経ち、金融市場の透明性
や安全性を高める制度改革が各国で段階的に
導入されてきた結果、幅広い業態でファイナ
ンシャル・リソースへの負担が増大していま
す。資金証券管理の効率化に向けた欧米の取
り組み事例や、対策について紹介しました。

鈴木 啓
銀行ソリューション事業推進部 主任エンジニア

川橋 仁美
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

浦壁 厚郎
金融ITイノベーション研究部 上級研究員

蒲谷 俊介　資産運用サービス事業三部 
主任システムコンサルタント 

安丸 徹
経営役 保険ソリューション事業本部 統括部長

現在の日本は、社会構造の大きな変化の
始まりを迎えています。またFinTechと
呼ばれるイノベーションが金融の姿を変
えつつあります。NRIでは、創立50周年
企画の一環として2030年の金融の未
来を検討するプロジェクトを進めてきて
おり、そのNRIの考える金融の未来を紹
介しました。

NRIセキュアでは、毎年、サイバーアタッ
クの傾向分析を行っております。2014
年度の攻撃傾向の分析結果に基づき最新
の攻撃手法や脅威について解説し、企業
に求められるセキュリティ対策について
説明しました。

リテール商品販売がオムニチャネルに広
がるにつれ、効率的な顧客発掘と適切な
資産運用提案の重要性が増しています。
ビッグデータ分析とリアルタイムキャ
ンペーン実施を高度に組み合わせ、顧客
ニーズ把握とクロスセル向上を実現する
ためのマーケティングサービスを提案し
ました。

リスク・アペタイト・フレームワーク
（RAF）導入の効用の一つとして、コーポ
レート・ガバナンス強化があげられます。
「コーポレート・ガバナンス強化を通じ
て企業価値向上を支援する経営管理ツー
ル」としてのRAFについて、内外金融機
関のRAF運用の実態を踏まえて考察し
ました。

収益拡大が続く日本の資産運用業界の
動向について、俯瞰的に説明しました。
また、NRIが実施している資産運用会社
への運用戦略・運用商品についてのアン
ケート調査に基づき、投資家の顧客セグ
メントごとの動向、そこから求められる
サービス・商品等について考察しました。

2014年に施行された改正投信法より、
資産運用会社にはファンドのリスク管
理の強化が求められています。FoFsの
ルックスルーへの議論が活発となる中
で、リスク管理部門は今後どのように対
応していくべきか、その対応とルックス
ルー管理のためのソリューションを提案
しました。

本格的なグローバル化への対応、大規模
な個人情報漏えい事故の発生、新たなテ
クノロジーの隆盛など、保険事業を取り
巻く事業環境が変化してきています。今
後、保険事業にはどのような ITガバナン
スが求められるのか？海外や他業界の事
例も交えながら考察しました。

15：25
    ー
16：15

FinTechを支える要素技術：
人工知能の展望

BCM（事業継続マネジメント）の
さらなる高度化に向けた
取り組みのポイント

JPXデリバティブ市場拡大に向けた
取り組み
～次期デリバティブ売買システムの稼働～

FinTechが金融を変える
～金融機関は今何をするべきか～ 10年後のリテールバンキングを考える 資本市場改革と運用会社の経営課題

資産運用会社のデータ管理業務を
対象としたBPO
～実例を交えて～

金融×印刷
レポート作成業務を変革する
NRIフィナンシャル・グラフィックス

15：25
    ー
16：15

古明地 正俊
ITイノベーション推進部 上席研究員

室井 裕喜
金融グローバル推進部 副主任コンサルタント

飯村 修也氏
大阪取引所 市場企画部長

五十嵐 文雄
リテールソリューション企画部 上席コンサルタント

鳩宿 潤二
金融コンサルティング部 上級コンサルタント

堀江 貞之
金融ITイノベーション研究部 上席研究員

甲斐 俊吾　NRIプロセスイノベーション 
業務コンサルティング部 上級コンサルタント

河口 千代孝
NRIフィナンシャル・グラフィックス 社長

人工知能の企業活用が拡大し始めていま
す。日本でも大手金融機関での導入が進
むなど、適用領域拡大に向けた期待が高
まっています。本セッションでは、人工
知能に関する先端技術や活用事例を紹介
するとともに、人工知能がビジネスに与
える影響について展望しました。

2001年9月米国同時多発テロを契機に
各社はBCMの整備を進めてきました。
しかしここ数年、中央防災会議による地
震想定の見直し等により、改めて事業継
続リスクが注目されています。リスクに
どう対応していくべきか、更なるBCM高
度化の取り組みについてポイントを解説
しました。

大阪取引所では2016年央を目途に次
期デリバティブ売買システムの導入が予
定されています。それを契機とする今後
のデリバティブ市場拡大に向けた取り組
み、JPX日経インデックス400や東証マ
ザーズ指数等をベースとした新商品展開
等についてご説明いただきました。

今「FinTech」が注目されていますが、
その実情は意外と知られていません。
FinTechがなぜ注目されるのか？金融
機関に与える影響は何か？海外の事例、
および国内金融機関への実態調査結果な
どを紹介しながら、金融機関が行わなけ
ればならないことを考察しました。

相続による資産移転、ネット金融の普及
等を背景に、保守的だった日本人の金融
行動に変化の兆しが見られます。NRI
独自の金融資産データによる地域構造
変化の予測、FinTech等の技術変化が
金融行動に与える影響の分析等を交え、
10年後のリテールバンキングを考察し
ました。

アベノミクスの下で行われている資本市
場改革は、現在既に運用会社の投資戦略
や経営に大きな影響を与えています。そ
れを踏まえ、資産運用会社が今後どのよ
うに投資戦略および経営改革を行い、顧
客の資産拡大に貢献していくべきかを考
察しました。

NRIプロセスイノベーションは、業務の
専門家と蓄積された業務知識で資産運用
をはじめ金融全般業務をBPOによりサ
ポートしています。本セッションでは、
近年資産運用会社からの要望が増加して
いるデータ管理業務のBPOサービスに
ついて、具体的な導入事例を交えて紹介
しました。

NRIフィナンシャル・グラフィックスは、
NRIグループの金融業務知見と、日経印
刷のノウハウを融合し付加価値の高い
レポート制作サービスを提供します。本
セッションでは、資産運用会社をはじめ
とした金融機関向けの事例より、サービ
ス内容と活用イメージを紹介しました。

16：30
    ー
17：20

新たな金融エコシステムを作る
オープン・イノベーション

改正個人情報保護法が成立
～ポイントは匿名加工情報とトレーサビ
リティ～

稼ぐ力を高めるガバナンス改革への
期待と課題

定年退職者の行動特性と
退職金投資の動向

銀行の新成長分野
「医療介護ビジネス」への取り組み

銀行の有価証券運用×
ファンドビジネスの未来

国内外の受託事業における環境変化と
信託銀行への期待

資産運用会社のセキュリティ要件に
対応するクラウドソリューション

16：30
    ー
17：20

柏木 亮二
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

小林 慎太郎　ICT・メディア産業コンサルティ
ング部 上級コンサルタント

大崎 貞和
未来創発センター 主席研究員

東山 真隆
リテールソリューション企画部 上級コンサルタント

籔谷 真喜子氏
鹿児島銀行 営業支援部 医業推進室

金子 久
金融ITナビゲーション推進部 グループマネージャー

井上 まり　ホールセールソリューション企画部 
主任コンサルタント

三上 直美
NRIアメリカ シニアリサーチャー

投資家の市場動向の変化や、資産運用会社のビ
ジネス変化から、資産運用会社が今後の信託銀
行に寄せる期待について紹介しました。あわせ
て資産運用ビジネス全体の効率化と、受託ビジ
ネスの拡大のために信託銀行が今後拡大して
いくべき役割について提案しました。

出井 智
資産運用クラウド事業部 上級テクニカルエンジニア

河村 貴志
資産運用クラウド事業部 上級テクニカルエンジニア

昨今、金融機関を狙ったサイバー攻撃が増加し
ており、各金融機関にはより高度なセキュリ
ティ面の対応が求められています。本セッショ
ンでは、セキュリティ要件に対応した、NRIの
ASPサービスと親和性の高い資産運用会社向
けのクラウドソリューションを紹介しました。

今までの金融の姿を劇的に変えてしま
う大きな変革が起きています。イノベー
ションの成果を素早く取り入れ、自らの
ビジネスを変革し、新たな金融エコシス
テムを構築することが求められていま
す。その鍵となるオープン・イノベーショ
ンの活用策について考察しました。

個人情報保護法が、施行後10年で初め
て大きく改正されます。改正法の影響は
「規制強化」、「ビジネス機会」の両面があ
り、「守り」を固めつつ、「攻め」の一手を
考えなくてはなりません。欧米の動向も
睨みながら、金融機関のとるべき対応に
ついて解説しました。

コーポレートガバナンス・コードが制定
され、実施状況の開示も動き始めていま
す。他方、東芝の事件が示したように、先
進的とみられるガバナンス体制を取った
だけでは、投資家や社会の期待に応える
ことにはなりません。「ガバナンス改革
元年」の実情を踏まえ、今後の課題につ
いて考察しました。

退職所得総額は団塊世代の退職以降も約
10兆円で推移し、依然重要なマーケッ
トです。また、定年退職者層は近い将来
に相続を受ける人も多いマーケットで
す。定年退職者層の行動特性や金融機関
利用実態の調査から、アプローチに向け
た課題と今後の方向性を考察しました。

鹿児島銀行では医療介護事業者向けの貸
出が年々増加しており、営業推進とリス
ク管理の両面より業界特有の事業内容や
マーケット環境を把握する必要性から、
営業支援システムを開発されました。こ
れらのシステムの活用事例、今後の販売
戦略についてご説明いただきました。

ここ数年、資産運用会社は、銀行の委託運
用を通じた有価証券投資の拡大に対応す
るため銀行向け私募投信ビジネスに経営
資源をシフトしてきました。今後、銀行
の委託運用がどのように変化するのか、
それに伴い資産運用会社に対する期待は
どのように変化するのかについて考察し
ました。

17：35
    ー
18：25

       マイナンバー制度活用によるイノベーション～民間、主に金融機関での活用拡大にむけて～

向井 治紀氏　内閣府 大臣官房 番号制度担当室長

マイナンバー制度を行政事務の効率化や国民の利便性の向上だけでなく、社会に新たな価値を生み出す制度としていくためには、利用範囲の拡大がカギとなります。金融
機関でのマイナンバー制度活用検討の参考として、現在政府で検討されている活用例（特に金融機関での活用例）をご講演いただきました。

■ 講演プログラム 基 基調講演　特  特別講演

特1

特2

基
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10：15
    ー
11：20

ご挨拶

嶋本 正
代表取締役会長 兼 社長

       日立グループ経営改革の真髄～ザ・ラストマンの覚悟～

川村 隆氏　日立製作所 相談役 

7000億円の赤字を抱えた日立製作所を、V字回復させた川村氏。改革を断行し、未来を切り開くには「ザ・ラストマンの覚悟」
が必要でした。ご自身の経験より得た経営の真髄やリーダーの在り方についてお話いただいたほか、世界経済や経営環境が激
変するなかで世界を相手に戦う次世代経営者に向けてアドバイスをいただきました。

＜プロフィール＞
1962年3月 東京大学工学部卒業。同年日立製作所に入社。
電力発電システムのエンジニアとしてキャリアを重ね、1995年取締役就任。
常務取締役、代表取締役 取締役副社長を経て、2003年以降はグループ各社の会長を歴任。
2009年4月、 日立製作所の代表執行役 執行役会長兼執行役社長 就任。

2014年3月末をもって会長を退任し、6月から相談役（現職）。
2010年から2014年、一般社団法人日本経済団体連合会の副会長を務めた。

10：15
    ー
11：20

11：30
    ー
12：30

     アベノミクスの理想と現実

浜田 宏一氏　内閣官房参与 イェール大学名誉教授

「アベノミクス」は、日本経済を成長軌道に乗せることに成功したのでしょうか？安倍政権の経済政策ブレーンである浜田宏一先生より、日米中欧の金融状勢をふまえな
がら日本経済の今後の展望についてお話いただきました。また、金融業界に向けて、マクロ政策としての金融政策、成長政策と日本のコーポレート・ガバナンスについて
ご意見をいただきました。

＜プロフィール＞
1957年 司法試験合格。1958年 東京大学法学部、1960年同大学経済学部卒業。
1965年 イェール大学で経済学Ph.D.取得後、助手、助教授を経て、
1981年より東京大学経済学部教授、1986年よりイェール大学経済学科教授。
2001年から2003年まで内閣府経済社会総合研究所長。

2003年 「法と経済学会」の初代会長。
2005年 イェール大学名誉教授。
2012年12月より内閣官房参与に就任し、現在に至る。
著書に『世界が日本経済をうらやむ日』（幻冬社 2015）ほか多数。

11：30
    ー
12：30

12：30ー 13：15	 ランチブレイク

金融業界全般 証券・銀行 資産運用 保険
13：15
    ー
14：05

「予兆」を捉える事務リスク管理の
先進事例

リテール決済システムを巡る
最近の動向

米国証券会社のリテール事業収益構造の
劇的転換と日本への示唆

革新者を起爆剤とした混血型の地方創生
～ NRI 革新者プロジェクト×地域戦略
構想～

資産運用会社の銀行向け
ファンドビジネス拡大を目指して
～バーゼル規制への取り組み～

保険・共済ビジネスの
シンギュラリティー
〜変化をもたらす技術的特異点〜

13：15
    ー
14：05

太田 賢吾
金融グローバル推進部 主任コンサルタント

小早川 周司氏
日本銀行 決済機構局 参事役 

吉永 高士
NRIアメリカ 金融研究室長

齊藤 義明
未来創発センター　2030年研究室長

馬場 崇充
資産運用サービス事業三部 上級システムエンジニア

榛葉 清人
投資情報サービス事業部 上席研究員

バーゼル規制の動向は、銀行向けのファンドビジ
ネスを行う資産運用会社にとって特に注目すべ
き点です。規制強化の流れから、今後ますます業
務負荷は増加することが予想されます。現在およ
び将来に発生する実務課題を解決し、業界の発展
の一助となるソリューションを提案しました。

林 滋樹
執行役員 保険ソリューション事業本部長

ある金融機関では、様々な指標の変化か
ら事故等が発生する「予兆」を定量的に
捉えるモデルを構築しました。これによ
り、支店長やベテラン社員だけが肌感覚
で「危ない」と感じていた潜在リスクを
可視化することに成功しています。この
ような「予兆管理」の先進事例を紹介し
ました。

海外で続いているリテール決済サービス
高度化に向けた取り組みの特徴は、①リ
テール決済24時間化、②商流情報と金
流情報の融合によるSTPの実現、③仮想
通貨を支える革新的技術の取込み、の3
点です。これらの海外事例とともにわが
国決済システムへのインプリケーション
を探っていただきました。

米国対面証券会社は顧客ゴール実現に伴
走するゴールベース資産管理型営業モデ
ルへの転換成功で、証券業界のみならず
金融業界全体でも明確な勝ち組となりま
した。その成果としての構造的な収益上
方シフトや収支体質改善の分析ととも
に、日本での応用に向けた必須要件を考
察しました。

NRIが進める「革新者プロジェクト」を
通じて発見した、100人の革新者の未来
構築パターンとキラースキルについて報
告しました。また、全国の革新者と地域
の事業者・人材とを「化学反応」させ、新
しい事業の種を育てる混血型の事業創
発・地方創生の取り組みを紹介しました。

ITを含めテクノロジー全般の進化が加速
しています。テクノロジーの進化がもた
らす技術的特異点（シンギュラリティー）
は、いつ、どのような形で保険・共済ビジ
ネスに影響をもたらすのか？シンギュラ
リティーをどのように捉え、対応すべき
かについて考察しました。

14：20
    ー
15：10

金融の未来を考える
～「2030年の金融」プロジェクトから
の示唆～

サイバーセキュリティ攻撃傾向
～企業に求められるセキュリティ対策～

金融制度改革と資金証券管理
～店頭デリバティブ規制への対応～

リテール金融商品の
マーケティング高度化に向けて

銀行のコーポレート･ガバナンスの強化と
リスク・アペタイト・フレームワーク

拡大路線が続く
日本の資産運用ビジネスの動向と展望

ファンドのリスク管理強化について
～ルックスルー対応を中心に～ 保険事業におけるITガバナンス

14：20
    ー
15：10

横手 実
執行役員 証券ソリューション事業本部 副本部長

松下 直　NRIセキュアテクノロジーズ 
取締役コンサルティング事業本部長 兼 北米支社長

片山 謙
金融ITイノベーション研究部 グループマネージャー

荒巻 奈留美
証券ソリューション事業九部 グループマネージャー

金融危機から7年が経ち、金融市場の透明性
や安全性を高める制度改革が各国で段階的に
導入されてきた結果、幅広い業態でファイナ
ンシャル・リソースへの負担が増大していま
す。資金証券管理の効率化に向けた欧米の取
り組み事例や、対策について紹介しました。

鈴木 啓
銀行ソリューション事業推進部 主任エンジニア

川橋 仁美
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

浦壁 厚郎
金融ITイノベーション研究部 上級研究員

蒲谷 俊介　資産運用サービス事業三部 
主任システムコンサルタント 

安丸 徹
経営役 保険ソリューション事業本部 統括部長

現在の日本は、社会構造の大きな変化の
始まりを迎えています。またFinTechと
呼ばれるイノベーションが金融の姿を変
えつつあります。NRIでは、創立50周年
企画の一環として2030年の金融の未
来を検討するプロジェクトを進めてきて
おり、そのNRIの考える金融の未来を紹
介しました。

NRIセキュアでは、毎年、サイバーアタッ
クの傾向分析を行っております。2014
年度の攻撃傾向の分析結果に基づき最新
の攻撃手法や脅威について解説し、企業
に求められるセキュリティ対策について
説明しました。

リテール商品販売がオムニチャネルに広
がるにつれ、効率的な顧客発掘と適切な
資産運用提案の重要性が増しています。
ビッグデータ分析とリアルタイムキャ
ンペーン実施を高度に組み合わせ、顧客
ニーズ把握とクロスセル向上を実現する
ためのマーケティングサービスを提案し
ました。

リスク・アペタイト・フレームワーク
（RAF）導入の効用の一つとして、コーポ
レート・ガバナンス強化があげられます。
「コーポレート・ガバナンス強化を通じ
て企業価値向上を支援する経営管理ツー
ル」としてのRAFについて、内外金融機
関のRAF運用の実態を踏まえて考察し
ました。

収益拡大が続く日本の資産運用業界の
動向について、俯瞰的に説明しました。
また、NRIが実施している資産運用会社
への運用戦略・運用商品についてのアン
ケート調査に基づき、投資家の顧客セグ
メントごとの動向、そこから求められる
サービス・商品等について考察しました。

2014年に施行された改正投信法より、
資産運用会社にはファンドのリスク管
理の強化が求められています。FoFsの
ルックスルーへの議論が活発となる中
で、リスク管理部門は今後どのように対
応していくべきか、その対応とルックス
ルー管理のためのソリューションを提案
しました。

本格的なグローバル化への対応、大規模
な個人情報漏えい事故の発生、新たなテ
クノロジーの隆盛など、保険事業を取り
巻く事業環境が変化してきています。今
後、保険事業にはどのような ITガバナン
スが求められるのか？海外や他業界の事
例も交えながら考察しました。

15：25
    ー
16：15

FinTechを支える要素技術：
人工知能の展望

BCM（事業継続マネジメント）の
さらなる高度化に向けた
取り組みのポイント

JPXデリバティブ市場拡大に向けた
取り組み
～次期デリバティブ売買システムの稼働～

FinTechが金融を変える
～金融機関は今何をするべきか～ 10年後のリテールバンキングを考える 資本市場改革と運用会社の経営課題

資産運用会社のデータ管理業務を
対象としたBPO
～実例を交えて～

金融×印刷
レポート作成業務を変革する
NRIフィナンシャル・グラフィックス

15：25
    ー
16：15

古明地 正俊
ITイノベーション推進部 上席研究員

室井 裕喜
金融グローバル推進部 副主任コンサルタント

飯村 修也氏
大阪取引所 市場企画部長

五十嵐 文雄
リテールソリューション企画部 上席コンサルタント

鳩宿 潤二
金融コンサルティング部 上級コンサルタント

堀江 貞之
金融ITイノベーション研究部 上席研究員

甲斐 俊吾　NRIプロセスイノベーション 
業務コンサルティング部 上級コンサルタント

河口 千代孝
NRIフィナンシャル・グラフィックス 社長

人工知能の企業活用が拡大し始めていま
す。日本でも大手金融機関での導入が進
むなど、適用領域拡大に向けた期待が高
まっています。本セッションでは、人工
知能に関する先端技術や活用事例を紹介
するとともに、人工知能がビジネスに与
える影響について展望しました。

2001年9月米国同時多発テロを契機に
各社はBCMの整備を進めてきました。
しかしここ数年、中央防災会議による地
震想定の見直し等により、改めて事業継
続リスクが注目されています。リスクに
どう対応していくべきか、更なるBCM高
度化の取り組みについてポイントを解説
しました。

大阪取引所では2016年央を目途に次
期デリバティブ売買システムの導入が予
定されています。それを契機とする今後
のデリバティブ市場拡大に向けた取り組
み、JPX日経インデックス400や東証マ
ザーズ指数等をベースとした新商品展開
等についてご説明いただきました。

今「FinTech」が注目されていますが、
その実情は意外と知られていません。
FinTechがなぜ注目されるのか？金融
機関に与える影響は何か？海外の事例、
および国内金融機関への実態調査結果な
どを紹介しながら、金融機関が行わなけ
ればならないことを考察しました。

相続による資産移転、ネット金融の普及
等を背景に、保守的だった日本人の金融
行動に変化の兆しが見られます。NRI
独自の金融資産データによる地域構造
変化の予測、FinTech等の技術変化が
金融行動に与える影響の分析等を交え、
10年後のリテールバンキングを考察し
ました。

アベノミクスの下で行われている資本市
場改革は、現在既に運用会社の投資戦略
や経営に大きな影響を与えています。そ
れを踏まえ、資産運用会社が今後どのよ
うに投資戦略および経営改革を行い、顧
客の資産拡大に貢献していくべきかを考
察しました。

NRIプロセスイノベーションは、業務の
専門家と蓄積された業務知識で資産運用
をはじめ金融全般業務をBPOによりサ
ポートしています。本セッションでは、
近年資産運用会社からの要望が増加して
いるデータ管理業務のBPOサービスに
ついて、具体的な導入事例を交えて紹介
しました。

NRIフィナンシャル・グラフィックスは、
NRIグループの金融業務知見と、日経印
刷のノウハウを融合し付加価値の高い
レポート制作サービスを提供します。本
セッションでは、資産運用会社をはじめ
とした金融機関向けの事例より、サービ
ス内容と活用イメージを紹介しました。

16：30
    ー
17：20

新たな金融エコシステムを作る
オープン・イノベーション

改正個人情報保護法が成立
～ポイントは匿名加工情報とトレーサビ
リティ～

稼ぐ力を高めるガバナンス改革への
期待と課題

定年退職者の行動特性と
退職金投資の動向

銀行の新成長分野
「医療介護ビジネス」への取り組み

銀行の有価証券運用×
ファンドビジネスの未来

国内外の受託事業における環境変化と
信託銀行への期待

資産運用会社のセキュリティ要件に
対応するクラウドソリューション

16：30
    ー
17：20

柏木 亮二
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

小林 慎太郎　ICT・メディア産業コンサルティ
ング部 上級コンサルタント

大崎 貞和
未来創発センター 主席研究員

東山 真隆
リテールソリューション企画部 上級コンサルタント

籔谷 真喜子氏
鹿児島銀行 営業支援部 医業推進室

金子 久
金融ITナビゲーション推進部 グループマネージャー

井上 まり　ホールセールソリューション企画部 
主任コンサルタント

三上 直美
NRIアメリカ シニアリサーチャー

投資家の市場動向の変化や、資産運用会社のビ
ジネス変化から、資産運用会社が今後の信託銀
行に寄せる期待について紹介しました。あわせ
て資産運用ビジネス全体の効率化と、受託ビジ
ネスの拡大のために信託銀行が今後拡大して
いくべき役割について提案しました。

出井 智
資産運用クラウド事業部 上級テクニカルエンジニア

河村 貴志
資産運用クラウド事業部 上級テクニカルエンジニア

昨今、金融機関を狙ったサイバー攻撃が増加し
ており、各金融機関にはより高度なセキュリ
ティ面の対応が求められています。本セッショ
ンでは、セキュリティ要件に対応した、NRIの
ASPサービスと親和性の高い資産運用会社向
けのクラウドソリューションを紹介しました。

今までの金融の姿を劇的に変えてしま
う大きな変革が起きています。イノベー
ションの成果を素早く取り入れ、自らの
ビジネスを変革し、新たな金融エコシス
テムを構築することが求められていま
す。その鍵となるオープン・イノベーショ
ンの活用策について考察しました。

個人情報保護法が、施行後10年で初め
て大きく改正されます。改正法の影響は
「規制強化」、「ビジネス機会」の両面があ
り、「守り」を固めつつ、「攻め」の一手を
考えなくてはなりません。欧米の動向も
睨みながら、金融機関のとるべき対応に
ついて解説しました。

コーポレートガバナンス・コードが制定
され、実施状況の開示も動き始めていま
す。他方、東芝の事件が示したように、先
進的とみられるガバナンス体制を取った
だけでは、投資家や社会の期待に応える
ことにはなりません。「ガバナンス改革
元年」の実情を踏まえ、今後の課題につ
いて考察しました。

退職所得総額は団塊世代の退職以降も約
10兆円で推移し、依然重要なマーケッ
トです。また、定年退職者層は近い将来
に相続を受ける人も多いマーケットで
す。定年退職者層の行動特性や金融機関
利用実態の調査から、アプローチに向け
た課題と今後の方向性を考察しました。

鹿児島銀行では医療介護事業者向けの貸
出が年々増加しており、営業推進とリス
ク管理の両面より業界特有の事業内容や
マーケット環境を把握する必要性から、
営業支援システムを開発されました。こ
れらのシステムの活用事例、今後の販売
戦略についてご説明いただきました。

ここ数年、資産運用会社は、銀行の委託運
用を通じた有価証券投資の拡大に対応す
るため銀行向け私募投信ビジネスに経営
資源をシフトしてきました。今後、銀行
の委託運用がどのように変化するのか、
それに伴い資産運用会社に対する期待は
どのように変化するのかについて考察し
ました。

17：35
    ー
18：25

       マイナンバー制度活用によるイノベーション～民間、主に金融機関での活用拡大にむけて～

向井 治紀氏　内閣府 大臣官房 番号制度担当室長

マイナンバー制度を行政事務の効率化や国民の利便性の向上だけでなく、社会に新たな価値を生み出す制度としていくためには、利用範囲の拡大がカギとなります。金融
機関でのマイナンバー制度活用検討の参考として、現在政府で検討されている活用例（特に金融機関での活用例）をご講演いただきました。
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